	ケース
	治 水 手 法
	検 討 項 目
	総 合 評 価

	
	中 下 流 部
	上 流 部
	コ ス ト
	実 現 性
	効　果
	

	１
	ダ　ム

＋

河川改修

（65ミリ対策）
	ダ　ム

＋

河床掘削

（65ミリ対策）
	１０８億円

※有識者会議資料
	○50ミリ対策は、Ｈ27に完成予定

（ダムは、Ｈ27完成）

○65ミリ対策は、地元合意および予算確保

の上、順次実施
	時間雨量65ミリ対策で危険度Ⅱ・Ⅰが解消
	□ダム本体工事を発注済み。

□時間雨量65ミリを超える洪水に対しては、
他の手法と比較すると被害軽減に有効。

	２
	河川改修

（65ミリ対策）
	河川改修〔全区間〕
（65ミリ対策）
	１３２億円
※有識者会議資料を参考
	○中下流部50ミリ対策はＨ27に完成予定

○上流部50ミリ対策は地元理解を得て実施

○65ミリ対策は、地元合意および予算確保
の上、順次実施
	
	□上流部の治水手法変更に対し地元理解を得るのは困難。

	３
	河川改修　＋　遊 水 地

（65ミリ対策）
　・遊水地下流区間：ダムあり河川改修に同じ

　・遊水地能力　　：５０㎥／ｓカット
　・遊水地上流区間：ダムなし河川改修に同じ
	１６７億円

改修50ミリ対策77億円
遊水地　　　   60億円※改修65ミリ対策30億円
※事業評価資料、有識者会議資料を参考
	○遊水地建設地周辺の地元理解が、必要

○地元合意および予算確保の上、順次実施
	
	□遊水地に対する地元合意に時間を要す。

□上流部の治水手法変更に対し地元理解を得るのは困難。

□時間雨量65ミリを超える洪水に対しては、

河川改修と比較すると被害軽減の効果が期待できる。

	４
	河川改修　 ＋ 流 域 対 応

（50ミリ対策）
※貯留施設：ため池　：57箇所

（候補箇所）校庭貯留：10箇所
	２７２億円

河川改修 　 77億円

ため池改修191億円※
校庭貯留　　 4億円
※他県事例を参考
	○中下流部50ミリ対策は、Ｈ27に完成予定
○上流部50ミリ対策は、地元理解を得て実施

○貯留施設を整備する施設管理者の合意、

および予算確保の上、順次実施
	
	□施設管理者との協議・調整に時間を要す。

□効果的な施設計画の検討に時間を要す。

□時間雨量65ミリを超える洪水に対しては、

河川改修と比較すると被害軽減の効果が期待できる。

	５
	河川改修   ＋  局 所 改 修
（50ミリ対策）
	８１億円

河川改修77億円
局所改修  4億円
（モデル降雨で2回）
※有識者会議資料を参考
	○中下流部50ミリ対策は、Ｈ27に完成予定
○上流部50ミリ対策は、地元理解を得て実施

○局所改修は、延長が短く比較的早期に対策
が可能。
	時間雨量65ミリ対策で危険度Ⅱが解消

（ただし、不確実要素を含む）
	□１降雨波形でのシミュレーションであり、他の降雨波形での危険度Ⅱ発生の可能性があるため、河川計画上の課題あり。
※防災工事としての実施を検討

□上流部の治水手法変更に対する地元理解を得るのは困難。

	６
	河川改修

（65ミリ対策）
	〔下流集落部のみ〕

河川改修

（65ミリ対策）

※農地・道路の浸水あり

 ※嵩上げ、掘下げは地元反対
	１１２億円

※有識者会議資料
	○中下流部50ミリ対策は、Ｈ27に完成予定

○上流部50ミリ対策は、地元理解を得て実施

○65ミリ対策は、地元合意および予算確保

の上、順次実施。
	時間雨量65ミリ対策で危険度Ⅱ・Ⅰが解消
（上流部）

集落部上流の農地・道路の浸水あり
	□上流部の治水手法変更に対し、地元理解を得るのは困難。

	７
	
	〔下流集落部のみ〕

河川改修

（65ミリ対策：複合案 ）
※農地・道路の浸水あり
	９３億円

中下流65ミリ対策27億円

(上流)

複合案50ミリ対策58億円

　　   65ミリ掘削  8億円
※有識者会議資料を参考
	
	
	□上流部の治水手法変更に対し、地元理解を得るのは困難。

□河道が不連続構造となり、安全性の不安定要素が高くなり、対策として望ましくない。

	８
	
	〔下流集落部のみ〕

河川改修

（50ミリ対策）
※農地・道路の浸水あり
※上下流の治水目標に、
差を設定する
	１０４億円

（ケース６の上流部65ミリ

対策を未実施）

※有識者会議資料を参考
	
	中下流部は、65ミリ
対策で危険度Ⅱ・Ⅰが解消

上流部は、65ミリで危険度Ⅱ・Ⅰが残る
	□上流部の治水手法変更に対し、地元理解を得るのは困難。

□同一市域での治水安全度の相違に対し、住民の理解を得るのは困難。
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※コストは、今後の残事業費による。また、ダム案以外は、ダム中止に伴い発生する追加費用（11億円）を含む。





二級河川槇尾川の治水手法の比較検討








